



























An analysis of donated case records of a lawsuit concerning fees for the 
use of public land as a mountain lodge and a lawsuit concerning fees for 
the use of a property






were	 not	 deposited	 in	 a	 library	 or	 research	
institute.	Accordingly,	 the	author	 compiled	and	
bound	 the	case	records	of	 the	above-referenced	
lawsuits	 and	 donated	 the	 bound	 case	 records	
to	 the	Toyama	Prefectural	Library	 on	August	
22,	 2014.	The	case	 records	 of	 this	matter	were	
disposed	by	 the	court	of	 first	 instance	as	more	
than	 five	years	had	passed	since	 the	completion	
of	 the	 litigation;	however,	 I	want	 to	 clarify	 the	
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17 日付けで山小屋経営者Ａは富山営林署長、2月 18 日
付けで大町営林署長に対し各山小屋の敷地の使用許可を
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月 22 日に富山県立図書館へ寄贈 6 した。これまで訴訟
記録の寄贈については、川崎公害訴訟の原告団・弁護団
が川崎公害訴訟の訴訟記録を約 500 冊に製本化し、2001




































　1986 年 3 月 29 日、山小屋経営者Ａは、納入告知に基







Ａは、1987 年度分の山小屋の使用料を供託 14 し、1989




経営者Ａは 1989 年 2 月 18 日付けで大町営林署長に対し
て、湯俣山荘敷地の使用許可を求めたが、大町営林署長

























　1999 年 12 月 13 日、富山地方裁判所裁判長は山小屋
経営者Ａの訴えを退け 17、山小屋経営者Ａは富山地方裁
判所の判決を不服とし、1999 年 12 月 23 日に名古屋高
等裁判所に控訴し、次の 4点を求めた。
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とし、2003 年 4 月 1 日に最高裁判所へ上告 18 したが、
2004 年 12 月 7 日に最高裁判所は「上告を受理すべき事




に対し、1987 年度と 1988 年度の三俣山荘、雲ノ平山荘、
水晶小屋の国有地使用料合計 27 万 8100 円とこれに対す










































（2011）によれば、2011 年 4 月 1 日に公文書等の管理に
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編　1991 年（平成 3年）～ 1992 年（平成 4年）』
・第 2巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟　主張
編　1993 年（平成 5年）～ 1997 年（平成 9年）』
・第 3巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟　主張
編　1998 年（平成 10 年）～ 2003 年（平成 15 年）』
・第 4 巻：『物件使用料等請求訴訟　主張編　1995 年
（平成 7年）～ 2003 年（平成 15 年）』
・第 5巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件
使用料等請求訴訟　証拠編（甲第 1号証～甲第 30 号
証）』
・第 6巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件
使用料等請求訴訟　証拠編（甲第 31 号証～甲第 62 号
証）』
・第 7巻：『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件
使用料等請求訴訟　証拠編（乙第 1号証～乙第 27 号
証・丙第 1号証～丙第 7号証）』
























注：2014 年 8 月 21 日筆者撮影。
写真 1：訴訟記録全 7巻
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7）	林義亮［2001］「30 年の歴史 500 冊に網羅」『神奈川新聞』2001 年 5 月 19 日を参照。
8）訴訟発展のプロセスの詳細については、菊池佳子［2011］『国立公園の管理と山小屋の役割―中部山岳国立公園における山小屋の国
有地使用料をめぐる訴訟を事例として―』法政大学大学院政策科学研究科 2011 年度修士論文を参照されたい。
9）山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の年表は、菊池佳子［2012］『山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟の年表 1924 － 2005』法政大学
社会学部科研費プロジェクトを参照されたい。
10）山小屋の国有地使用料をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟については、	「富山地判 1999 年 12 月 13 日・1991 年（行ウ）第 1号、
1994 年（行ウ）第 5号」、「名古屋高判 2003 年 3 月 26 日・2000 年（行コ）第 1号」、「名古屋高判 2003 年 3 月 26 日・2000 年（ネ）
第 11 号」の一部を引用している。
11）	富山営林署は、1999 年 3 月 1 日に林野庁の組織改編にともない富山森林管理署に組織変更した。ここでは組織変更前の富山営林署
で表記する。
12）	大町営林署は、1999 年 3 月 1 日に林野庁の組織改編にともない中信森林管理署に組織変更した。ここでは組織変更前の大町営林署
で表記する。
13）	「行政不服審査申立書」1989 年 5 月 26 日を参照。
14）	「2003年（行サ）第1号国有地使用に関する不許可処分取消・国有林野継続使用不許可処分取消請求上告事件（山小屋経営者Ａ側）」











23）	2011 年 10 月 26 日、富山地方裁判所へ最初のヒアリングをしている。2014 年 8 月 7 日、富山地方裁判所へ、再度確認のヒアリン
グによる。
24）2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングでは「平成 4年」とご回答いただいているが、本稿では西暦表記で記し
ているため「1992 年」と表記している。
25）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
26）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
27）2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングでは事件名でご回答いただいている。本稿では、山小屋の国有地使用料
をめぐる訴訟・物件使用料等請求訴訟で統一しているため、統一して表記している。
28）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）
29）	2014 年 9 月 19 日、富山地方裁判所総務課へのヒアリングによる。（内閣官房ホームページ上の内容について、確認の問い合わせに
対して回答をいただく）






34）2011 年 3 月 25 日、山小屋経営者Ａへのヒアリングによる。
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「行政不服審査申立書」1989 年 5 月 26 日。
「富山地判 1999 年 12 月 13 日・1991 年（行ウ）第 1号、1994 年（行ウ）第 5号」。
「名古屋高判 2003 年 3 月 26 日・2000 年（行コ）第 1号」。
「名古屋高判 2003 年 3 月 26 日・2000 年（ネ）第 11 号」。
「2003 年（行サ）第 1号国有地使用に関する不許可処分取消・国有林野継続使用不許可処分取消請求上告事件（山小屋経営者Ａ側）」
2003 年 6 月 3 日。
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